
「川崎市気候変動適応策基本方針」【概要版】        

◆地域特性等 

気候変動の影響は、地域や土地利用などによって異なり、気候変動適応策の検討・実施にあたっては、

地域の特徴等を踏まえることが重要。 

①地理的特徴：北は多摩川、南は横浜市、西は多摩丘陵、東は東京湾。南西から北東へ細長い地形。 

②社会的特徴：人口密度が高く、将来人口も増加すると推計。市域の大半が都市的土地利用。 

③産業活動の特徴：臨海部の先端産業、約 400 の研究開発機関など、産業の集積。 

Ⅱ 市の概況と気候 

◆気候の現状 

本市における気候の現状を把握するため、川崎市環境総合研究所（以下「環境総合研究所」という。）
が把握している市内のデータ及び横浜地方気象台のデータ等を参考にしながら、気候の分析を実施。 

◆市民アンケート（「平成 27 年度第 1回かわさき市民アンケート」（平成 27 年 7 月）の中で実施） 

⇒市内在住の満 20歳以上 3,000 人を対象とし、1,331 人から回答（有効回収率：44.4％）

・地球温暖化による気候変動の影響の実感度などについて調査。 

・「気温上昇」や「局地的な大雨の影響」などの様々な事象において、市民は気候変動を実感。

◆事業者アンケート（平成 27 年 9 月実施） 

⇒環境に配慮した取組を行っている市内の 173 事業者を対象とし、49社から回答（有効回収率：28.3％）

・市内事業者の気候変動適応策への取組状況について調査。 

・市内事業者の中には、適応に活用できる製品や技術を有している事業者が存在。

・市に期待していること＝気候変動に関する情報提供などの支援。

Ⅳ 市民・事業者の意識 

【気温】（統計期間：1985 年～2014 年） 

ポイント 

・年平均気温は、統計期間の 30 年間において、上

昇傾向（川崎：約 0.9℃/30年、中原：約 1.6℃/30

年、麻生：約 1.5℃/30年） 

環境総合研究所「大気環境常時監視システム」の

データから、臨海部・内陸部・丘陵部から１地点

ずつ選定（川崎・中原・麻生）し、分析。

【降水量】（統計期間：1978 年～2014 年） 

ポイント 

・年降水量は、宮前区野川・麻生区早野において

増加傾向が見られるが、幸区小倉、横浜地方気

象台（横浜市中区山手）では変化傾向は見られ

ない。 

国土交通省「水文水質データベース」のデータを

もとに、市内の観測地点（幸区小倉、宮前区野川、

麻生区早野）について分析。 

【気温】 
●21 世紀末における年平均気温 
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して 0.4～1.6℃上昇 
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して 3.2～5.0℃上昇 
●21 世紀末における真夏日の日数（日最高気温 30℃以上の日＝現在気候では約 40 日程度）
・「厳しい温暖化対策を取った場合」：現在と比較して約 16 日の増加 
・「厳しい温暖化対策を取らなかった場合」：現在と比較して約 62日の増加

【降水量】 

●21 世紀末における年降水量の変化＝増加する場合と減少する場合があり、有意な傾向は見られない。 

●21 世紀末における短時間強雨の発生回数＝1時間に 30 ミリ以上の強い雨の発生頻度は増加傾向。

気温観測地点 降水量観測地点

国（環境省・気象庁）による気候変動予測データを参考にしながら、ある程度広範囲で変化傾向を見るの

が適切とされるため、川崎市域を含む南関東エリアを抽出して気候変動の将来予測を実施

Ⅲ 気候の将来予測 
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Ⅴ 本市における気候変動適応策の考え方 

１ 基本的な考え方 

◇本市における「気候変動適応策」の取組にあたっては、「国の適応計画」と本市の「総合計画」を踏まえ、

次の考え方のもと推進していくこととする。 

２ 気候変動適応策の分野に関する本市の対応 

（１）本市において取り組む気候変動適応策の分野・項目 

ア 「国の適応計画」に対応した取組 

「国の適応計画」で示される「農業」など「７分野」については、本市の状況に応じて適切に対応で

きるよう、本市の「総合計画」や関連する行政計画等、また国内外の気候変動状況や取組状況等を見据

えながら、全庁的な体制の下、検討・実施していくこととする。 

「国の適応計画」が示す７つの影響分野 

①農業、森林・林業、水産業  ②水環境・水資源  ③自然生態系  ④自然災害・沿岸域 

 ⑤健康  ⑥産業・経済活動  ⑦国民生活・都市生活 

イ 本市における気候変動適応策の重要な分野・項目 

基礎自治体として、「国の適応計画」を踏まえながら、本市の実情や特性等に応じた気候変動適応策を

検討・実施するため、本市において重要な分野・項目を次のとおり整理し、取り組んでいくこととする。 

（ア）「国の適応計画」が示す７分野のうち本市が取り組む重要項目 

国の適応計画 本市が取り組む重要項目 

分 野 主な大項目 主な小項目 取組項目 取組理由（本市の実情・特性等） 

自然災害 

・沿岸域 
河 川 

洪水 

内水 

治水・水害 

対策

●今後、「短時間強雨」の増加が見込まれており、

雨水排水施設の能力超過等による浸水や河川

の氾濫、土砂災害などのリスクが高まると考

えるため。 

健  康 

暑 熱 
死 亡 リ スク 

熱中症 

熱中症 

対 策

●今後、「気温上昇」が見込まれており、熱中症

に罹患するリスクが高まるとともに、それに

よる救急搬送者数が増加すると考えるため。 

感染症 
節足動物媒介

感染症 

感染症 

対 策

●今後の「気温上昇」等により、感染症を媒介

する蚊等の節足動物の分布可能域が変化し、

感染するリスクが高まると考えるため。 

国民生活 

・都市生活 
その他 

暑熱による生

活への影響等 

暑熱対策（ヒー
トアイランド対

策含む） 

●今後、「気温上昇」が見込まれており、既に生

じている「ヒートアイランド現象」が重なる

ことで、さらに暑熱環境が悪化すると考える

ため。 

（イ）本市が独自に取り組む項目 

項   目 取組理由（本市の実情・特性等） 

産業の振興等の視点からの

適応の取組

●市内にある優れた環境技術や産業の集積により地域経済の活性化と国

際社会への貢献に取り組んでおり、今後の気候変動にも活用できる環境

技術等があると考えるため。 

適応策に関する理解の向上

（環境学習・普及啓発） 

●適応策の推進には、市民や事業者等が、気候変動の状況やこれによる影

響、また適応の取組等に関する理解の向上を図ることが必要と考えるた

め。 

（２）本市が取り組む重要な分野・項目の取組方針 
「気候変動の影響への適応策の推進によ

り、当該影響による国民の生命、財産及び

生活、経済、自然環境等への被害を最小化

あるいは回避し、迅速に回復できる、安

全・安心で持続可能な社会の構築」

「地球温暖化や資源・エネルギー問題など地
球規模での環境問題がより深刻化する中
で、環境変化に対して柔軟に適応するとと
もに、市民、事業者などと協働しながら、
地球や地域の環境保全を進め、健康で快適
に暮らし続けることができる持続可能なま
ちづくりを進めます」

ア 治水・水害対策 

【取組方針】 

・安全・安心な暮らしを守る河川整備の推進 

・国や流域自治体等と連携した取組の推進 

イ 熱中症対策 

【取組方針】 

・熱中症対策に関する情報の提供等 

・救急医療体制の充実等 

ウ 感染症対策 

【取組方針】 

・蚊媒介感染症対策に向けた取組の推進 

・科学的知見の集積 

エ 暑熱対策（ヒートアイランド対策含む） 

【取組方針】 

・「緩和」と「適応」の両方に資するヒートアイランド対

策の取組推進（緑・水の確保など） 

・暑熱に関する調査・観測 

・関係省庁等との連携による取組

オ 産業の振興等の視点からの適応の取組 

【取組方針】 

・市内事業者が有する環境技術を、気候変動適応策に活かす取組を支援 

・気候変動適応策を通じた産業振興と国際貢献 

国の適応計画 
（目指すべき社会の姿） 

本市の総合計画 
（「市民生活を豊かにする環境づくり」）

「市民が健康で快適に暮らし続けることができる持続可能なまちづくりに 
向け、本市の実情や特性等に応じた気候変動適応策に取り組んでいく」 

本市における気候変動適応策に向けた基本的な方針 

カ 気候変動適応策に関する理解の向上（「適応策」に関する環境学習・普及啓発） 

【取組方針】 

・環境学習や生涯学習等での学習機会の確保 

・市内の気温等の観測・分析、情報発信 

・気候変動や「適応策」に関する情報発信・人材育成支援 

３ 今後の気候変動適応策の推進について 

（１）本市の気候変動に関する観測・分析、情報発信 

環境総合研究所や国の観測データにより市域の気候状況等を把握・分析するとともに、その結果などの関

連情報について積極的に発信。 

（２）「川崎市地球温暖化対策推進計画」改定にあわせた具体的な適応計画の策定 

気候変動適応策の具体的な取組を定めた計画については、今後の「川崎市地球温暖化対策推進計画」の改

定にあわせ策定していく。なお、方針については、気候変動の状況や国内外の「適応策」の取組の状況等

を踏まえ、必要に応じて見直し等を行う。 

（３）市民・事業者・行政の各主体の連携・協働による取組の推進 

地球温暖化対策の推進に向けた各主体の連携・協働の取組を活用し、気候変動適応策に関する理解の向上

などを図っていく。 

（４）全庁的な体制による取組の推進 

  気候変動適応策の推進にあたっては、既存の地球温暖化対策推進の庁内会議を活用し、取組を進めていく。 
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